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令和３年度大村市工業用水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和３年度大村市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水事業所数 ４事業所 

（２）年間総給水量 ３，０４７，７５０㎥ 

（３）一日平均給水量 ８，３５０㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

水 源 開 発 事 業 ３１０，７４５千円 

導水管等敷設事業 １０８，４５３千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 工業用水道事業収益 ２４９，１３８千円 

第１項 営業収益 １５０，８６３千円 

第２項 営業外収益 ９８，２７２千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第 1款 工業用水道事業費用 ２７９，６３７千円 

第１項 営業費用 ２６２，４８１千円 

第２項 営業外費用 １６，１５３千円 

第３項 特別損失 ３千円 

第４項 予備費 １，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額５５，８７７千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整

額４１，９０６千円、過年度分損益勘定留保資金１３，９７１千円で補塡するものと

する。）。 
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               収 入 

第１款 資本的収入  ５５９，１８１千円 

第１項 企業債                ４８５，６００千円 

第２項 補助金 ７３，５７９千円 

第３項 工事負担金                    １千円 

第４項 固定資産売却代金                 １千円 

支 出 

第１款 資本的支出 ６１５，０５８千円 

第１項 建設改良費 ５２７，５９１千円 

第２項 企業債償還金 ８５，４６７千円 

第３項 予備費 ２，０００千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

工 業 用 水 道 

整 備 事 業 費 

千円 

 

 

 

 

４８５，６００ 証書借入 

 

年利 5.0％以内 

 

ただし、利率

見直し方式で借

入れる資金につ

いて、利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 

政府資金又は地方公共

団体金融機構資金につい

ては、その貸付条件によ

る。その他の資金につい

ては貸付先と協議して定

める。 

ただし、企業財政その

他の都合により、据置期

間及び償還期限を短縮

し、若しくは繰上償還又

は低利債に借換えするこ

とができる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 
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（１）職員給与費 １５，１０８千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 工業用水道事業における企業債元利償還等に要する経費の一部に充てるため、

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９０，１５１千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。 

 

 

令和３年２月２６日提出 

大村市長  園 田  裕 史 
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 工業用 水道 249,138

事 業 収 益 1 営 業 収 益 150,863

1 給 水 収 益 150,862

2 工 事 負 担 金 1

2 営 業 外 収 益 98,272

1 受取利息及び配当金 6

2 他 会 計 補 助 金 16,572 工業用水道建設事業に伴う
企業債利子償還補助金ほか

3 長 期 前 受 金 戻 入 39,664

4 雑 収 益 30

5 消費税及び地方消費税
還付金

42,000 消費税及び地方消費税還付分

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過 年 度 損 益 修 正 益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 工業用 水道 279,637

事 業 費 用 1 営 業 費 用 262,481

1 取 水 及 び 送 水 費 149,605

2 業 務 及 び 総 係 費 22,400

3 減 価 償 却 費 90,474

4 資 産 減 耗 費 2 固定資産の除却費ほか

2 営 業 外 費 用 16,153

1 支払利息及び企業債取
扱諸費

16,152 企業債等の支払利息

2 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 3

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過 年 度 損 益 修 正 損 1

3 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

支　　   出

款 項 目

令和３年度大村市工業用水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

－ 6 －



予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 559,181

1 企　　 業　　 債 485,600

1 企 　　業　 　債 485,600 水源開発事業ほか

2 補 助 金 73,579

1 他 会 計 補 助 金 73,579 工業用水道建設事業に伴う
企業債元金償還補助金

3 工 事 負 担 金 1

1 工 事 負 担 金 1

4 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 615,058

1 建 設 改 良 費 527,591

1 建 設 改 良 費 525,555 導水管等敷設工事ほか

2 固 定 資 産 購 入 費 2,036

2 企 業 債 償 還 金 85,467

1 企 業 債 償 還 金 85,467 企業債の元金償還

3 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

支　　   出
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1

退職給付費

（千円）

( ) 1,389

( ) 1,389

( ) 2,106

( ) 2,106

△ 717

△ 717

ア　会計年度任用職員以外の職員

退職給付費

（千円）

( ) 1,389

( ) 1,389

( ) 2,106

( ) 2,106

△ 717

△ 717

備考　（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きする。

3,734

比較 △ 300 △ 24 564 △ 1,107

前年度 600 48 743

手
当
の
内
訳

（千円） （千円）

本年度 300 24 1,307 2,627

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外

（千円） （千円） （千円） （千円）

23 △ 1,535

管理職 期末勤勉

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

23 △ 1,535

資本勘定支弁職員
比
　
較

損益勘定支弁職員 26 △ 867 △ 1,558

前
年
度

合　　　　　　計 26 △ 867 △ 1,558

合　　　　　　計 2 7,131 5,125 14,362 2,281 16,643

15,108

5,125 14,362 2,281 16,643

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 2 7,131

15,108

資本勘定支弁職員
本
年
度

損益勘定支弁職員 2 7,157 4,258 12,804 2,304

合　　　　　　計 2 7,157 4,258 12,804 2,304

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（人） （人）（千円）（千円）（千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

300 24 1,307 2,627

600 48

手
当
の
内
訳

区 分

扶 養 住 居 通 勤 時間外 管理職 期末勤勉

比
　
較

本年度

前年度 743 3,734

△ 1,107比較 △ 300

合　　　　　　計 26 △ 867 △ 1,558 23 △ 1,535

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 26

7,131 5,125 14,362 2,281 16,643

△ 867 △ 1,558 23 △ 1,535

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 7,131 5,125 14,362 2,281 16,643

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計 2

合　　　　　　計 2 7,157 4,258 12,804 2,304 15,108

（千円） （千円）

給 与 費 明 細 書

2,304 15,108

資本勘定支弁職員

2 7,157 4,258 12,804

総　　括

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

（人） （人）（千円）（千円）
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イ　会計年度任用職員

退職給付費

（千円）

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

給 与 費 明 細 書

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

（人） （人） （千円）（千円） （千円） （千円）

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

合　　　　　　計

資本勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

区 分

通 勤 期 末

本年度

比
　
較

損益勘定支弁職員

前年度

比較

手 当 手 当

（千円） （千円）

△ 826  異動等による

備考　（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きする。

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説　明 備　考

26

平 均 年 齢 39.0

本
年
度

△ 85  異動等による

手　当 △ 867
制度改正に伴う増加分 △ 41

給　料
昇給に伴う増加分 111  定昇率1.55％

その他の増減分

その他の増減分

高校卒 150,600 150,600

　給料及び手当の状況

区　　　　　　分 企 業 職

区 分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）令和２年
１２月１日現在

令和元年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 290,550

平 均 給 与 月 額 350,460
大学卒

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

293,650

345,552

39.0

182,200 182,200
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(3) 級別職員数（かっこ書きは再任用職員）

50.0

50.0

100.0

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当（かっこ書きは再任用職員）

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

令和２年
１２月１日現在

７級

令和元年
１２月１日現在

７級

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％) 区　分 職員の級

６級 ６級

職員数(人) 構成比(％)

５級 ５級

４級 1 50.0 ４級 1

３級 ３級

２級 1 50.0 ２級 1

１級 １級

計 2 100.0 計 2

企 業 職

７級 　部長の職務 ３級 　主査の職務

６級 　課長の職務 ２級 　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

５級 　課長補佐の職務 １級 　定型的な業務を行う職務

４級
　１　係長の職務
　２　主任の職務

区 分
本　年　度 前　年　度

企　業　職 企　業　職

職員数（Ａ）（人） 2 2

2 2

６号給 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ）(人） 2 2

号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人）

区 分
支給期別支給率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、

職 務 の 級 等 に よる
加 算 措 置

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

(2.35) 有

前年度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.50 (2.35)

本年度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.45

有

一般会計の制度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.45 (2.35) 有

区　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

通 勤 手 当 同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益(△は損失） △ 71,938
減価償却費 90,474
固定資産除却費 2
退職給付引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） △ 218
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0
長期前受金戻入額 △ 39,664
受取利息及び配当金 △ 6
支払利息 16,152
有形固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） △ 42,557
未払金の増減額（△は減少） 6,294
たな卸資産の増減額（△は増加） 1
前払金の増減額（△は増加） 0
預り金の増減額（△は減少） 0
小計 △ 41,460
利息及び配当金の受取額 6
利息の支払額 △ 16,152
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 57,606

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 481,450
有形固定資産の売却による収入 1
無形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の売却による収入 0
県補助金による収入 0
一般会計からの繰入金による収入 67,344
負担金による収入 1
寄附金による収入 0
その他投資による支出 0
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 414,104

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 485,600
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 85,467
その他の企業債による収入 0
その他の企業債の償還による支出 0
財務活動によるキャッシュ・フロー 400,133

資金増加額（又は減少額） △ 71,577
資金期首残高 420,544
資金期末残高 348,967

令和３年度大村市工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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資　　　産　　　の　　　部　

1 円 円 円 円

(1)

ｲ 157,702,105

ﾛ 191,981,950

△ 110,497,048 81,484,902

ﾊ 3,099,047,960

△ 1,270,638,554 1,828,409,406

ﾆ 1,211,159,533

△ 877,885,521 333,274,012

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 2,954,900

△ 2,807,155 147,745

ﾁ 0

2,401,033,670

(2)

ｲ 764,660

764,660

2,401,798,330

2

(1) 348,966,773

(2) 94,413,983

(3) 0

(4) 2,616,291

(5) 0

445,997,047

2,847,795,377資 産 合 計

未 収 金

保 管 有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

流 動 資 産

現 金 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

令和３年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和４年３月３１日） 

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

船 舶
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負　　　債　　　の　　　部　

3

(1)

ｲ 1,519,756,749

1,519,756,749

(2)

ｲ 16,931,402

16,931,402

1,536,688,151

4

(1) 0

(2)

ｲ 87,215,765

企 業 債 合 計 87,215,765

(3) 11,420,440

(4)

ｲ 949,000

ﾛ 185,000

1,134,000

(5) 225,000

(6) 0

99,995,205

5

(1) 2,080,248,377

(2) △ 1,033,586,109

1,046,662,268

2,683,345,624

資　　　本　　　の　　　部　

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 150,368,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,797,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

587,059,908

(2)

ｲ 442,610,155

442,610,155

144,449,753

164,449,753
2,847,795,377

剰 余 金

賞 与 引 当 金

引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

預 り 金

預 り 保 証 有 価 証 券

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債

未 払 金

一 時 借 入 金

建設改良費等の財源に

法 定 福 利 費 引 当 金

長 期 前 受 金

引 当 金 合 計

引 当 金

企 業 債

引 当 金 合 計

固 定 負 債

建設改良費等の財源に
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千円 千円 千円
1 営 業 収 益
(1) 給 水 収 益 136,328
(2) 工 事 負 担 金 1 136,329

2 営 業 費 用
(1) 取 水 及 び 送 水 費 128,076
(2) 業 務 及 び 総 係 費 22,450
(3) 減 価 償 却 費 91,034
(4) 資 産 減 耗 費 2 241,562

営 業 損 失 105,233

3 営 業 外 収 益
(1) 受取利息及び配当金 30
(2) 他 会 計 補 助 金 18,851
(3) 県 補 助 金 0
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 42,268
(5) 雑 収 益 28 61,177

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 雑 支 出 1 18,432 42,745

経 常 損 失 62,488

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1
(3) そ の 他 特 別 損 失 1 3 0

62,488
308,184

0
370,672

その他未処分利益剰余金
変 動 額
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

令和２年度大村市工業用水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和２年４月１日から 令和３年３月３１日まで） 

18,431

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 157,702,105

ﾛ 191,981,950

△ 106,005,048 85,976,902

ﾊ 2,619,449,960

△ 1,216,419,554 1,403,030,406

ﾆ 1,209,310,533

△ 846,505,521 362,805,012

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 2,954,900

△ 2,807,155 147,745

ﾁ 0

2,009,677,670

(2)

ｲ 1,147,660

1,147,660

2,010,825,330

2

(1) 420,543,607

(2) 51,856,709

(3) 0

(4) 2,617,291

(5) 0

475,017,607

2,485,842,937

貯 蔵 品

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

前 払 金

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

ソ フ ト ウ エ ア

船 舶

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

未 収 金

保 管 有 価 証 券

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

令和２年度大村市工業用水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和３年３月３１日） 

土 地

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

建 物

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部　

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
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3

(1)

ｲ 1,121,373,749

1,121,373,749

(2)

ｲ 16,931,402

16,931,402

1,138,305,151

4

(1) 0

(2)

ｲ 85,465,765

企 業 債 合 計 85,465,765

(3) 5,126,000

(4)

ｲ 1,167,000

ﾛ 185,000

1,352,000

(5) 225,000

(6) 0

92,168,765

5

(1) 2,012,903,377

(2) △ 993,922,109

1,018,981,268

2,249,455,184

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 150,368,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,797,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

587,059,908

(2)

ｲ 370,672,155

370,672,155

216,387,753

236,387,753
2,485,842,937負 債 資 本 合 計

剰 余 金

預 り 保 証 有 価 証 券

一 時 借 入 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

未 払 金

工 事 負 担 金

負 債 の 部　

建設改良費等の財源に

固 定 負 債

受 贈 財 産 評 価 額

充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

預 り 金

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

負 債 合 計

資 本 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

資 本 の 部　
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注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

建物 １２～３８年 

構築物 １０～５０年 

機械及び装置 １０～２０年 

船舶 ５年 

工具・器具及び備品 ５～８年 

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

ソフトウェア ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   令和３年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，１６９，

８７６千円である。 

２ 令和２年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金９３０千円

を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

      令和２年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金１８０千円を取り崩すこととする。 

 ３ 令和３年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和３年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，１６７

千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

      令和３年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金１８５千円を取り崩すこととする。 

 

 

  Ⅲ その他注記 

     新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（２０，９２０千円）については、平成２６年度に一括して費用処理

している。 

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資

本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した

資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた

すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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